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新潟県防災基本条例（仮称）骨子案 

（本条例案については、検討途中であり、今後変更することがあります。） 

 

Ⅰ 条例制定の背景・趣旨 

 

 本県は、広い県土と長大な河川や海岸線を有し、広大な沖積平野、丘陵状の中山間地域や

県境を区切る急峻な山岳地帯、日本海に浮かぶ佐渡島や粟島など変化に富んだ地形と、冬の

雪のもたらす水の恵みにより、有史以前から人々の豊かな暮らしが育まれてきました。しか

し、それらの複雑な地形を形作った多くの活断層や火山の活動と脆弱な地質、繰り返される

河川の氾濫、豪雪などにより、しばしば大規模な洪水、地震、地滑り、雪崩等による災害が

発生し、人々を苦しめてもきました。私たちの先人が、自然と向き合い、英知を結集し、力

を合わせ治山治水等を粘り強く進めた結果、災害発生の頻度は減ったものの、依然として潜

在的に災害発生の危険性が高い地域で暮らしていることを私たちは忘れてはなりません。 

 近年、気候変動により激甚な気象災害が各地で頻発し、従来の経験に基づく想定や整備済

みの防災施設の能力を超える事態の発生が懸念されています。また、都市化が進み災害リス

クが高い地域への人口集積が進む一方、人口減少や高齢化等による地域防災の担い手不足等、

地域の防災力の総体的な低下が進み、災害に対して地域全体の脆弱性が高まってきていると

考えられます。 

 このような状況下で、現在及び将来にわたって県民の命と暮らしを守るためには、改めて

県民一人一人が自助の重要性を深く認識して行動に移すとともに、地域住民等による互助、

特定非営利活動法人等の介在による広域的な共助、そして行政による公助について、それぞ

れの主体がその役割を認識し、連携して防災の取組を進め、地域の総合的な防災力の向上を

図ることが重要です。私たちは、いつの時代にあっても、老若男女とも、官民公私の立場に

かかわらず、災害に無関心であってはならず、また、災害で困窮する隣人に無関心であって

はなりません。 

 本県においては、あらゆる主体の力を集めて県民の命と暮らしを守り、被災しても災害を

乗り越え、誰もが安心して暮らせる豊かな新潟県づくりを最優先課題として実現するため、

防災に取り組む基本理念を広く共有することを目的として、新潟県防災基本条例（仮称）を

提案しようとするものです。 

 

Ⅱ 条例案の概要 

 

第１ 目的 

  この条例は、現在及び将来の世代の県民の生命、身体及び財産を災害から守るため、防

災に関する基本理念を定め、県民、自主防災組織等、事業者等及び市町村の役割並びに県

の責務を明らかにするとともに、それぞれが取り組むべき基本的な事項を定めることによ

り、あらゆる主体の力を集めて防災に関する対策（以下「防災対策」という｡)を総合的か

つ計画的に推進し、もって安全で安心な社会づくりを進めることを目的とします。 

 

第２ 定義 

  この条例において、次に掲げる用語の意義は、それぞれに定めるところによります。 

資料２ 
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  ① 災害 

    災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「法」という｡)第２条第１号に規定

   する災害 

  ② 防災 

    災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ、並びに災害

   の復旧及び災害からの復興を図ること 

  ③ 自助 

    災害をわがこととして認識し、自らの安全を自ら守ること 

  ④ 互助 

    地域住民等が互いに助け合い、地域の安全を自ら守ること 

  ⑤ 共助 

    ボランティア又は特定非営利活動法人その他の事業者等が、その居住し、又は所在

   する地域の範囲を越えて被災者等の支援を行うこと 

  ⑥ 公助 

    行政機関が法令その他の制度に基づき支援を行うこと 

  ⑦ 防災関係機関 

    法第２条第５号に規定する指定公共機関及び同条第６号に規定する指定地方公共機

   関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者 

  ⑧ 自主防災組織等 

    法第２条の２第２号に規定する自主防災組織その他の地域における防災活動を自発

   的に行う組織 

  ⑨ 事業者等 

    県内で事業を行う者及びその組織する団体 

  ⑩ 要配慮者 

    高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、外国人その他災害時に特に配慮を要する者 

 

第３ 基本理念 

  防災は、事前の対策により、被害の最小化及び速やかな復興を図ることを基本とし、あ

 らゆる主体の力を集めて実践的かつ効果的に推進されるよう、過去の災害から得られた教

 訓を生かし、次に掲げる事項を旨として行うものとします。 

  ① 人命を守ることを最も優先させること 

  ② 被災者の基本的人権を尊重するとともに、男女双方、要配慮者及び滞在者等の多様

   な主体の視点を踏まえること 

  ③ 自助、互助、共助及び公助を担う多様な主体が相互に連携し、及び協働すること 

  ④ 被災地域外からのボランティア及び支援団体等の支援を積極的に活用すること 

  ⑤ 県民が防災について、生涯にわたって学び、自らがとるべき行動に習熟し、次代の

   県民にその知識と経験を伝承する機会を確保すること 

  ⑥ 全ての被災者の生活再建を図ること 

  ⑦ 複合災害（地震、津波、豪雨、土砂災害等複数の種類の災害が同時又は連続して発

  生し、それらの影響が複合化することをいう｡)又は積雪期、感染症の流行時その他の

  厳しい条件での災害の発生は現実に起こり得ると認識すること 
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第４ 県民の役割及び防災行動目標の実現 

 (1) 県民は、第３の基本理念（以下「基本理念」という｡)にのっとり、次に掲げる防災に

 関する行動目標（以下「防災行動目標」という｡)を実現するために必要な取組を行うよ

 う努めるものとします。 

  ① 地域における災害発生の危険性、災害に対する必要な備え及び危険の切迫を知らせ

   る情報に基づきとるべき行動を理解すること 

  ② 災害の種類に合わせて、災害時にとるべき行動を時系列であらかじめ考え、整理す

  るとともに、災害時にとるべき行動に習熟すること 

  ③ 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、自ら当該災害に関する情報を

  収集するとともに、危険を回避しつつ安全を確保するための行動をとること 

  ④ 被災後の地域社会の再生に協力すること 

 (2) 県、市町村、防災関係機関、自主防災組織等、事業者等その他の関係者は、相互に連

 携して、県民が前項各号の防災行動目標を実現するために行う取組を推進するよう努め

 るものとします。 

 

第５ 自主防災組織等の役割 

   自主防災組織等は、基本理念にのっとり、地域の安全を確保するため、防災対策に積極

的に取り組むよう努めるものとします。 

 

第６ 事業者等の役割 

   事業者等は、基本理念にのっとり、自らが果たしている社会的役割に鑑み、防災対策に

積極的に取り組むよう努めるものとします。 

 

第７ 市町村の役割 

   市町村は、基本理念にのっとり、住民の生命、身体及び財産を災害から守るため、住民、

自主防災組織等、事業者等、防災関係機関、国、県その他の関係者と連携して、防災対策

を推進するものとします。 

 

第８ 県の責務 

   県は、基本理念にのっとり、県民の生命、身体及び財産を災害から守るため、県民、自

主防災組織等、事業者等、防災関係機関、国、市町村その他の関係者と連携して、防災対

策を総合的に推進するものとします。 

 

第９ 県及び市町村の相互応援の体制 

  (1) 県及び市町村は、災害時にチームにいがた（県及び市町村（被災市町村を除く｡)が一

  体となって被災市町村を応援する体制をいう。以下同じ｡)として円滑に活動することが

  できるよう、相互に協力して、応援及び受援（応援を受けることをいう｡)の体制の整備

 に努めるものとします。 

   (2) 被災した市町村は、災害応急対策を実施するために必要があると認めるときは、ため

  らわずに県及び市町村に応援を要求するものとします。 
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   (3) 県及び市町村は、前項の応援の要求があった場合、チームにいがたとして全力を挙げ

  て応援に取り組むものとします。 

 

第 10 防災に関する行動指針 

 (1) 知事は、県民、自主防災組織等及び事業者等の防災に関する意識の高揚及び自発的な

 防災への取組の促進を図るため、防災に関する行動指針を作成するものとします。 

 (2) 知事は、毎年１回、前項の防災に関する行動指針に係る取組の状況を新潟県防災会議

 に報告するとともに、これを公表するものとします。 

 

第 11 教訓の発信 

 (1) 県民、自主防災組織等、事業者等、県、市町村、防災関係機関その他の関係者（以下

 「県民等」という｡)は、過去の災害から得られた教訓を次代の県民に伝承するとともに、

 県外にも広く発信し、社会的な資産として共有を図るものとします。 

 (2) 県民等は、過去の災害において県外から支援を受けたことを忘れず、県外で災害が発

 生した場合には、過去の災害から得られた教訓を生かし、被災地域を支援するとともに、

 支援活動を通じて自らの防災力を高めるよう努めるものとします。 


